
年月 IMF 世界銀行 ADB 日本

1997
7 フロート制に移行

通貨危機発生

8 経済対策を表明

タイ支援の会合を支援
国に呼びかけ

3年間で12億ドルの

支援表明

Letter of Intent

スタンドバイ融資承認

プロジェクトローン

22次借款 (9件)

9

Rural Enterprise
Credit Project

10 金融部門のリストラ案
発表

12 Financial Market
Reform Program

Finance Companies
Restructuring Loan

1998
2

3 Social Sector
Program Loan

4 総合経済対策におけ
るアジア支援策

7 ノンプロジェクト無償

Social Investment
Loan

社会投資事業

既往案件内貨
融資事業

8 金融改革政策表明

9 第23次借款 (7件)
10 新宮沢構想の表明

11 緊急経済対策に基づ
くアジア支援

12 Letter of Intent
プロジェクトローン

特別円借款の表明

1999

3 経済復興・社会セク
タープログラムローン

8
9

Agriculture Sector
Program Loan

プロジェクトローン

第24次借款 (5件)
農業セクターローン

10 Public Sector
Reform Loan

12
2000

3 タイ国別援助計画
策定

9 第25次借款 (5件)

12 通貨危機対策プログ
ラム事後評価の終了

出典：各援助機関のプレスリリースを下に作成

図　5-1　　　タイの社会経済状況と主要援助機関の支援

タイ支援のための会合 (東京にて開催) (総額172億ドルの支援を表明)

Financial Sector
Implementation

Assistance Program

Economic
Management

Assistance Program

政府開発援助に関す

る中期政策発表 (アジ

Economic and
Financial Adjustment

Loan

Letter of intent　IMF
からの新たな支援を
受けずに経済構造改

タイ輸出入銀行への

ローン とシンジケート

ローンアレンジ

東南アジア緊急
支援策に基づく
アジア支援

Restructuring and
Reform of Financial

Sector

SME Investment and
Restructuring Fundに

出資

(JBIC主導)

アジア通貨危機支援

基金の創設 (日本の

拠出)

Economic and
Financial Adjustment

Loan II




